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第１章  事務管理 
 













  第２節  事務管理の要件効果 
 
 事務管理の要件としては、次の３点が重要である。 
 第一に、義務なくして他人の事務の管理を始めること（第 697 条）。ここでいう「事務」とは、
生活上必要な一切の行為ないし作業を指すが、原則として適法な行為に限られ、違法行為




































ているが（特許法第 102 条）、結局上述した問題が表面化するに到っている。 
 















  第１節  不当利得の要件効果の概観 
 

































































































































































  第２節  給付不当利得の要件効果 
 






















































































































































































  (1)狭義の非債弁済 
 




















































い）を債権者から債務者に返還させることとしている（第 706 条）。 
 
 
  第５節  不法原因給付 
 

















    第２款  不法原因給付の要件 
 
 不法原因給付にいう「不法」とは、道徳的悪性を問われる行為としての広義の違法行為を
指すものであり、第 90 条にいう「公序良俗違反」とほぼ同視して差し支えない（最判昭和 27








 不法の原因のため給付をする、という第 708 条本文の要件に関しては、不法の原因がいず
れの側にあったか、又、双方に悪性がある場合はどちら側の悪性がより大きいか、が解釈に
おいて極めて重要になってくる。 







拡大解釈することによって、不当利得返還請求を認めるに到っている（最判昭和 29 年８月 31
日民集８巻８号 1557 頁）。 
 
 
    第３款  不法原因給付の効果 
 






うえ給付を返還することは差し支えない（最判昭和 28 年１月 22 日民集７巻１号 156 頁）。 














































































  第７節  三者間の不当利得 
 


























































第３章  不法行為 
 
  第１節  不法行為の基本的観念 
 






















































































































おいて執行することは公序違反として許されないと判示する。最判平成９年７月 11 日民集 51




































  第２節  不法行為の一般的要件 
 
    第１款  総論 
 
 民法第 709 条は、「故意又は過失によって他人の権利を侵害した者は、これによって生じた
損害を賠償する責めに任ずる」と規定し、不法行為の一般的な要件を規定している。すなわ
ち、同条の定める不法行為の一般的要件とは、「故意・過失」「権利侵害」「損害発生」「因果








者についての責任阻却事由を規定した第 712 条及び第 713 条がある。 
 
 
    第２款  故意・過失・違法性 
 












































































































































































る（最判昭和 40 年 12 月７日民集 19 巻９号 2101 頁。但し抽象論）。 
 
  (2)正当行為 
 






































析によれば概ね 11 歳から 14 歳程度と考えられているようであるが、これは、行為当時におけ
る社会全体の状況や、個人の知能や成育環境、加害行為の種類や故意過失の区別等によ
って異なりうるため、一般論としての年齢設定は困難である。なお、未成年者が雇用関係に





































































    第７款  権利侵害 
 





 第 709 条の当初の立法趣旨は、不法行為の成立を既存の権利（物権、債権のほか、身体、
名誉、自由、生命を含む）の侵害に限定することにより、不法行為責任の無制限の拡大を防
止し、個人や企業の活動の自由を確保しようとしたものである。当初、判例は上記立法趣旨


























    第８款  因果関係 
 














貴丸事件（大判大正 15 年５月 22 日民集５巻 386 頁）」以降においては、相当因果関係は第































































われている（新潟地判昭和 46 年９月 29 日下民集 22 巻 9=10 号別冊１頁）。さらに、一定の場
合には、法律上因果関係の立証責任が加害者側に転換され、被害者の救済が類型的に図
られている（第 715 条第１項但書後段、製造物責任法第４条第２号など）。 
 






















































































































































































理論的に連関している場合（最判昭和 43 年６月 27 日民集 22 巻６号 1339 頁：偽造登記の過
失による受理とそれを信じて取引した者の受けた履行利益に係る損害）や、当初の加害行為
が原因となって精神的障害が憎悪し、これによって自殺した場合（最判平成５年９月９日判時
1477 号 42 頁）には、後続損害に対する加害者の賠償責任を認めている。他方、被害者側の
不注意により第三者の不法行為が誘発され、後続損害が発生した場合には、加害者の責任















月 29 日民集 50 巻９号 2474 頁：首が若干長いことによる頚椎不安定が損害拡大に寄与した
場合、最判平成 12 年３月 24 日民集 54 巻３号 1155 頁：恒常的に残業していた労働者が過
労により鬱病に罹患し、自殺した場合における雇用主の責任）。 
  
  第３節  不法行為の一般的効果 
 


































  (2)損害賠償方法の特約 
 
































ある（最判昭和 61 年６月 11 日民集 40 巻４号 872 頁：名誉侵害の恐れのある出版物の差止、
最判平成９年 12 月 18 日民集 51 巻 10 号 4241 頁：生活道路の通行妨害の禁止）。 
 
 













隔があるから相続は可能であるとか（大判大正 15 年２月 16 日民集５巻 150 頁：財産的損害）、
被害者が「残念残念」と叫びながら死亡した事実を捉えてこれが慰謝料請求権を相続させる
意思表示であるとか（大判昭和２年５月 10 日新聞 2702 号５頁）技巧的な理論を示してきたが、















に対する慰謝料請求が認められている（最判昭和 39 年１月 28 日民集 18 巻１号 136 頁）。 





とが擬制されている（第 721 条）。 
 
 













（最判昭和 49 年 12 月 17 日民集 28 巻 10 号 2040 頁：身体障害を負っていたため被害者と
長年同居し、その庇護の下で生活していた被害者の夫の妹）。又、生命侵害に厳密には該
当しない場合でも、近親者が生命侵害同様の精神的苦痛を受けた場合には、固有の慰謝料
















12 日民集 16 巻 46 頁：近親者からの請求、最判昭和 46 年６月 29 日民集 25 巻４号 650 頁：
被害者からの請求）。又、留学中の子が看護のために急遽帰国した費用についても、「社会
























































    第５款  損害賠償の範囲 
 
















決定されることとなる（最判昭和 44 年２月 27 日民集 23 巻２号 441 頁：不当執行、最判昭和

























いる（最判昭和 43 年４月 11 日民集 22 巻４号 862 頁：調停後の死亡、最判昭和 43 年３月 15
日民集 22 巻３号 587 頁：示談後の後遺症）。 
 
 















判明治 43 年４月５日民録 16 輯 273 頁）、財産的損害については、被害者である原告の側に
損害額についての主張立証の責任があり、かかる立証がなされない場合には請求は棄却さ
れるべきであって、裁判官の裁量を認めるべきでないとする見解が支配的であった（最判昭



























 もっとも、民事訴訟法第 248 条といえども全ての事案について裁判所の損害額算定に係る
裁量を認めているわけではないから、従来の判例学説の採用している損害算定の基準時に
係る議論を概観しておくことは、最低限度必要である。 






（最判昭和 37 年 11 月 16 日民集 16 巻 11 号 2280 頁：履行不能後の価格上昇の見込み、












    第７款  財産的損害 
 




















































































































    第９款  身体侵害 
 






























    第１０款  慰謝料 
 


























































    第１１款  損益相殺 
 































月 24 日民集 47 巻４号 3039 頁）。具体的には、遺族年金や労災保険金が現実に支給された
場合に、かかる利益は損害を填補するものとして、損益相殺の対象とされている反面（最判
昭和 52 年 10 月 25 日民集 31 巻６号 836 頁、前掲最判平成５年３月 24 日）、同じく死亡を保
険事故とするものであっても、生命保険金や労災保険の特別支給金については、損害填補
の目的がないとして損益相殺の対象とされていない（最判昭和 39 年９月 25 日民集 18 巻７号
1528 頁、最判平成８年２月 23 日民集 50 巻２号 249 頁）。又、支給が確定していない場合や
（前掲最判平成５年３月 24 日）、請求者以外の者が受給した場合については（最判昭和 50






争いはない（最判昭和 39 年６月 24 日民集 18 巻５号 874 頁：生活費）。問題となるのは年少
者が死亡した場合における労働可能年数に達するまでの養育費であり、学説は対立してい
るが、判例は控除すべきでないとする立場を採っている（最判昭和 53 年 10 月 20 日民集 32
巻７号 1500 頁）。又、被害者は死亡後には所得税等を支払う必要がなくなるわけであるから、
論理的には課税相当額の利益を不法行為によって得ていることになる筈であるが、判例は非








    第１２款  過失相殺 
 



























18 巻５号 854 頁：８歳）。なお、ここでいう「過失」に「故意」が含まれることは言うまでもない。 
 このほか、判例では、被害者自身の過失のほか、被害者と身分上ないしは生活関係上一
体関係にあるとされる者の過失についても、「被害者側の過失」として、過失相殺の対象を拡
大しようとする傾向がある（最判昭和 42 年６月 27 日民集 21 巻６号 1507 頁）。ここでいう「被
害者側」として過失相殺を肯定された者としては、被害者である幼児の父母（最判昭和 44 年
２月 28 日民集 23 巻２号 525 頁）、被害者の配偶者（最判昭和 51 年３月 25 日民集 30 巻２
号 160 頁）、被害者の従業員（大判大正９年６月 15 日民録 26 輯 884 頁）等があり、又、過失
相殺を否定された例としては、被害者である幼児を引率していた保育園の保母（前掲最判昭
和 42 年６月 27 日）、被害者の同僚（最判昭和 56 年２月 17 日判時 996 号 65 頁）、婚姻も同
居もしていない被害者の恋人（最判平成９年９月９日判時 1618 号 63 頁）等がある。 
 




































  (2)相殺の禁止 
 













    第１５款  損害賠償請求権の消滅 
 




 まず、相殺については、前述した第 509 条の制限がある。 

























  第４節  特殊な不法行為責任 
 
    第１款  責任無能力者の監督者の責任 
 
  (1)責任の根拠と性質 
 
















  (2)責任発生の要件 
 

























  (3)責任の負担者 
 
 第 714 条に基づく監督者としては、未成年者については、親権者（第 820 条）、親権代行者















    第２款  使用者責任 
 
  (1)責任の根拠と性質 
 








































































 又、第 715 条第３項によれば、使用者責任を負った使用者は被用者に対して求償すること
ができる旨規定されているが、判例によれば、この範囲は「損害の公平の分担という観点から




  (4)類似制度との対比 















    第３款  注文者の責任 
 


















    第４款  工作物責任 
 
  (1)責任の根拠と特徴 
 



















































































    第５款  動物占有者の責任 
 
  (1)責任の根拠と特徴 
 




































    第６款  製造物責任 
 
































































    第７款  国家賠償責任 
 









































いとされているのに対し（最判昭和 30 年４月 19 日民集９巻５号 534 頁）、民法の使用者責任
を追及する際には被用者の責任を併せて追及できるとされている点である。 
 












     第８款  原子力賠償責任 
 





































の賠償に関する法律（昭和 36 年法 147 号）」及び「原子力損害賠償補償契約に関する法律

























    第９款  共同不法行為 
 
  (1)共同不法行為の基本的解釈指針 
 

























  (2)狭義の共同不法行為 
 











































































を認めるのが判例学説とも一般的であり（最判昭和 41 年 11 月 18 日民集 20 巻９号 1886 頁、
最判平成３年 10 月 25 日民集 45 巻７号 1173 頁）、かかる求償の基準は、基本的には過失の
割合によるとされている。 
 
  (3)加害者不明の共同不法行為 
 























    ②他の局面への類推適用 
 








  (4)共同不法行為の教唆及び幇助 
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